
北部振興事業（公共）（予算ツール） 精査中

H24-H30 通算事業費（41事業・191.4億円）

１．分野別の事業規模の状況

２．制度設計に関する課題認識

交付要件 地域の実情に応じて道路整備ができるよう
費用対効果要件を緩和すべき。

審査手続等 県と国とで求められる資料が異なり混乱が生じているため
統一すべき。

道路
47.1億円(7事業)

(28.2%)

目的達成終了事業
167.1億円(27事業)

(87.3%) 海岸
4.5億円(1事業)

(2.7%)

住宅
40.8億円(12事業)

(24.4%)

港湾
74.7億円(7事業)

(44.7%)

課題なし
13団体

(92.9%)

課題あり
1団体

(7.1%)

⇒ 課題ありと回答した団体は
1割を下回る。 ※沖縄県・北部広域市町村圏事務組合を含む14団体による回答。

施設：村営辺土名団地
総事業費：4.6億円（国費3.2億円）分野：住宅 施設：与那嶺諸志線（村道）

総事業費：6.6億円（国費5.3億円）分野：道路

施設：仲田港海岸の防潮堤（伊是名村）
総事業費：4.5億円（国費4.0億円）

沖縄県

分野：海岸 施設：伊江港港湾（伊江村）
総事業費：2.6億円（国費2.3億円）

沖縄県

分野：港湾

整備前 整備後

今帰仁村

※書面調査結果を参考にとりまとめ

４

国頭村

３．主な自由意見等



北部振興事業（非公共）（予算ツール） 精査中

H24-H30 通算事業費220.8億円（41事業）
目的達成終了事業のうち非施設整備系

15.2億円（8事業）

３．制度設計に関する課題認識

１．非施設整備系の分野別の事業規模の状況

観光

交付要件 「北部地域の連携」の要件該当性の判断基準が不明確である。

審査手続等 要求される資料の作成に係る事務負担が大きい。

成果目標の
設定

成果目標(相応しい指標や目標値の水準)を設定する際の基準が
不明確である。

２．施設整備系の分野別の事業規模の状況

分野：観光振興
施設：辺戸岬観光拠点施設
総事業費：4.7億円（国費3.8億円）分野：観光振興

概要：やんばる観光の連携仕組みづくり・
情報発信・誘客ＰＲ

総事業費：3.3億円（国費2.6億円）

分野：農業振興
施設：パインアップル等農産加工施設（機能強化）
総事業費：10.2億円（国費8.2億円）

分野：福祉
施設：多目的スポーツ施設
総事業費：5.5億円（国費4.4億円）

分野：防災
施設：本部町今帰仁村消防組合今帰仁分遣所
総事業費：6.2億円（国費4.9億円）

分野：農業振興
施設：農水産物冷凍冷蔵施設
総事業費：7.3億円（国費5.8億円）分野：情報通信

施設：みらい５号館
総事業費：16.6億円（国費13.3億円）

分野：情報通信
施設：超高速ブロードバンド環境の整備
総事業費：28.9億円（国費23.2億円）

分野：福祉
概要：多目的ヘリ運航の支援、医師確保に

資する地域の取組への支援
総事業費：4.0億円（国費3.2億円）

分野：福祉
概要：救急患者搬送船の整備
総事業費：1.4億円（国費1.1億円）

課題あり
２団体

(14.3%)

課題なし
12団体

(85.7%)

⇒課題ありと回答した団体は
２割を下回る。

目的達成終了事業のうち施設整備系
193.3億円（27事業）

※沖縄県・北部広域市町村圏事務組合を含む14団体による回答

非施設整備系

目的達成終了事業
208.5億円(35事業)

(94.4％)

施設整備系

観光振興
59.9億円(10事業)

(31.0%)

農業振興
23.5億円(3事業)

(12.2%)

福祉
52.3億円(6事業)

(27.0%)

防災
28.7億円(4事業)

(14.8%)

情報通信
28.9億円(4事業)

(15.0%)

観光振興
3.3億円(1事業)

(21.7%)

福祉
6.2億円(4事業)

(40.8%)

防災
5.7億円(3事業)

(37.5%)

国頭村北部広域市町村圏事務組合

東村

宜野座村

今帰仁村

本部町今帰仁村消防組合

北部広域市町村圏事務組合等

名護市

北部広域市町村圏事務組合

伊江村

５

分野：防災
概要：梯子付き消防ポンプ自動車の整備
総事業費：2.4億円（国費1.9億円）

金武地区消防衛生組合(3町村)

※書面調査結果を参考にとりまとめ

４．主な自由意見等



精査中
③ 官民連携② 予算配分の硬直性・弾力性 １．非施設整備系の状況

H29-H30 通算事業費 24.2億円(44事業）

4．制度設計に関する課題認識

沖縄離島活性化推進事業（予算ツール）

分野：観光振興等

総事業費(座間味)：0.32億円(国費0.26億円)
総事業費(久米島)：0.17億円(国費0.14億円)

概要：ＤＭＯの形成、観光コンテンツ開発支援等

概要：石垣島特産の命草（薬草、ハーブ等）を活用した
健康食品開発、販路開拓を行う。

総事業費：0.47億円(国費0.38億円)

分野：産業振興

概要：IT業務研修、都市部からのIT業務受注マッチング等
総事業費：0.51億円(国費0.41億円)

分野：定住促進

概要：葉野菜の水耕栽培施設(建屋式)
総事業費(石垣市)：0.40億円(国費0.32億円)

分野：産業振興

観光振興等
1.4億円(7事業)

(53.1%)

産業振興
0.6億円(2事業)

(23.9%)

定住促進
0.5億円(1事業)

(19.5%)

農業振興
0.1億円(１事業)

(2.3%)

主な目的達成終了事業うち非施設整系
2.6億円(12事業)

主な目的達成終了事業のうち施設整備系
10.2億円(11事業)

横展開事業の例

概要：葉野菜の水耕栽培施設(コンテナ式)
総事業費(粟国村)：0.20億円(国費0.16億円)

分野：産業振興

横展開事業の例

3．効果検証時の外部意見の聴取状況

竹富町

石垣市

久米島村 座間味村 石垣市

粟国村

概要：島内で収穫された野菜、果樹等の農産物直売所
総事業費：0.47億円(国費0.38億円)

分野：産業振興(+農業振興)

南大東村

※書面調査結果を参考にとりまとめ

自走化達成事業の例

概要：観光客向けWi-Fiスポット等

総事業費(伊平屋村)：0.44億円(国費0.35億円)

分野：観光振興等

総事業費(石垣市) ：0.70億円(国費0.56億円)

石垣市 伊平屋村

概要：観光イチゴ農園(ビニルハウス）
総事業費：2.89億円(国費1.85億円)

分野：観光振興等(+農業振興)

伊是名村
自走化達成事業の例

２．施設整備系の状況

非施設整備系

主な目的達成終了事業
12.8億円(23事業)

(53.0%)

施設整備系

自走化
3事業

(25.0%)

横展開
２事業

(16.7%)

南城市(久高島)

総事業費(南城市)：2.32億円(国費1.48億円)

南大東村

総事業費(南大東村)：0.37億円(国費0.30億円)

政策間連携事業の例

産業振興
4.5億円(6事業)

(43.9%)
観光振興等

4.8億円(4事業)
(46.7%)

定住促進
1.0億円(1事業)

(9.4%)

聴取した
3団体

(20.0%)

聴取していない
12団体

(80.0%)
⇒ 聴取したと回答した団体は

３割を下回る。

※平成30年度までの補助金活用15団体による回答。

課題なし
17団体

(89.5%)

⇒ 課題ありと回答した団体は
２割を下回る。

課題あり
2団体

(10.5%)

※補助金対象18市町村に沖縄県を加えた19団体による回答。

総事業費：2.32億円(国費1.48億円)

分野：産業振興
概要：葉野菜の水耕栽培施設(建屋式）※再掲

南城市(久高島)

総事業費：0.96億円(国費0.77億円)

分野：定住促進(+教育)
概要：鳩間島に留学する児童生徒の長期滞在施設

竹富町(鳩間島)

６

政策間連携
２事業

(16.7%)

官民協働
３事業

(25.0%)

横展開
５事業

(45.5%)政策間連携
４事業

(36.4%)

自走化
１事業
(9.1%)

５．主な自由意見等
交付要件 ・他の国庫補助の交付対象であっても、活用できるようにすべき。

審査手続等 ・事業採択の見込みが不透明。
・事業計画の内容精査に相当の期間を要するため、年度後半の事業着手になることがある。

市町村支援体制 ・国において、各離島市町村の専任担当を置き、随時、相談ができる体制を構築すべき。



特区・地域制度（税制ツール）

①周知に関する取組

１．制度活用に向けた自治体の取組

周知した
33団体
（79%）

周知していない
8団体

（19%）

③公共施設の整備に関する取組

経金 物流 物流 情報 産業イノベ

【みらい５号館】
総事業費:15.4億円

（北部振興事業（非公共））

【航空機整備施設】
(MRO Japan)

総事業費:188.3億円
（県ソフト交付金事業）

【沖縄情報通信センター】
総事業費:19.7億円
（県ソフト交付金事業）

②相談対応に関する取組
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【植物コンテナ】
（沖縄セルラー アグリ＆マルシェ）

総事業費:0.5億円
(国費(離島補助金):0.4億円)

※１ 平成29年度及び平成30年度は沖縄県産業振興公社（税制に関する
ワンストップ相談窓口）への相談件数を含む。

※２ 相談件数を把握していないと回答した12団体への相談件数は含まない。

・独自の事業者向けパンフレット等の作成：７団体
・事業者向けパンフレット等の頒布：30団体
・セミナーの開催等誘致に向けた取組の実施：15団体

※重複回答可

＜主な施設＞

＜内訳＞

＜平成30年度までに整備が完了した施設数＞

〇相談件数と優遇税制の適用件数の推移の比較

整備した
29団体
（69%）

整備していない
12団体
（29%）
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２．制度設計に関する課題認識

課題あり
2団体
（5%）

課題なし
39団体
（93%）

名護市 沖縄県

【植物コンテナ】
（沖縄セルラー アグリ＆マルシェ）

総事業費:0.5億円
（村離島補助金事業）

（年度）

特区制度の適用件数の推移

特区制度
地域制度

【国際物流拠点施設】
（ヤマト運輸ロジスティクスセンター)

総事業費:71.2億円
（県ソフト交付金事業）

沖縄県
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観光
産業イノベ

（年度）

地域制度の適用件数の推移

精査中※書面調査結果を参考にとりまとめ

７
手続 課税免除に係る事務手続や添付書類等が団体毎に相違（観光）
事後評価 優遇税制の適用対象者の把握が困難（産業イノベ以外）

⇒ 課題ありと回答した団体は
1割を下回る。

３．主な自由意見等

⇒ 周知したと回答した団体は
７割を上回る。

⇒ 相談件数の増加に伴い、適用件数も増加傾向にある。

⇒ 特に物流分野においては、公共施設整備に
伴い、適用件数も大幅な増加傾向にある。

⇒ その他の分野については、近年では公共施設整備が
進んでいるものの、適用件数はほぼ横ばいの傾向にある。
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